
 （単位：百万円）

貸     借     対     照     表

〔2019年12月31日現在〕

資      産      の      部 負      債      の      部

 流   動   資   産 74,536  流   動   負   債 27,775

完成工事未収入金 62,754 工 事 未 払 金 12,248

現 金 預 金 3,170 支 払 手 形 1,049
受 取 手 形 138 電 子 記 録 債 務 2,822

未 成 工 事 支 出 金 1,207 短 期 借 入 金 1,800

未 収 入 金 6,558 未 払 法 人 税 等

     有 形 固 定 資 産 4,056 完成工事補償引当金 31

209
そ の 他 529 未 成 工 事 受 入 金 5,392

短 期 貸 付 金 11 未 払 金 272
未 収 消 費 税 等 200 未 払 費 用 327

662 工 事 損 失 引 当 金 1,358

貸 倒 引 当 金 35 預 り 金 2,001
12,150 賞 与 引 当 金 254

△

 固   定   資   産　  

建 物 ・ 構 築 物

土 地 2,145  固   定   負   債 25,151
建 設 仮 勘 定 44 長 期 借 入 金 20,530

機 械 ・ 運 搬 具 1,082 そ の 他 7
工 具 器 具 ・ 備 品 121

そ の 他 31 そ の 他 35
7,981     　負  債  合  計 52,927

112 退 職 給 付 引 当 金 4,256
81 役員退職慰労引当金 330

     無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ ェ ア

     投資その他の資産

そ の 他 524  株   主   資   本 31,941
繰 延 税 金 資 産 1,664 　　　資　　　 本 　　　金 7,000

5,127
705

純　　資　　産　　の　　部
長 期 前 払 費 用 15

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

貸 倒 引 当 金 56 　　　資　本　剰　余　金 177
資 本 準 備 金 177

別 途 積 立 金 22,000

△

圧 縮 積 立 金 6

　　　利　益　剰　余　金 24,763
     　その他利益剰余金 24,763

特 別 償 却 準 備 金 116

その他有価証券評価差額金 1,818
    　純 資 産 合 計 33,759

資    産    合    計 86,687 負 債 純 資 産 合 計 86,687

繰 越 利 益 剰 余 金 2,640
 評価・換算差額等 1,818
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 （単位：百万円）

95,732

188 95,921

87,020

131 87,152

8,711

56 8,768

5,091

3,677

52

48

86 187

88

18 106

3,757

2 2

21 21

3,738

835

334 1,170

2,568

そ の 他 事 業 売 上 総 利 益

損 　　益 　　計 　　算 　　書

自 2019年 1月 1日
至 2019年12月31日

売 上 高

完 成 工 事 高

そ の 他 事 業 売 上 高

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価

そ の 他 事 業 原 価

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益

特 別 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金

収 入 地 代 家 賃

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

経 常 利 益

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

そ の 他

特 別 損 失

そ の 他

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税
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 （単位：百万円）

株　　　　主　　　　資　　　　本

特別償却
準 備 金

別途積立金 圧縮積立金
繰越利益
剰 余 金

7,000 177 177 145 18,000 16 4,033 22,195

当 期 純 利 益 2,568 2,568

特別償却準備金の
取 崩

△ 29 29 －

別 途 積 立 金 の
積 立

4,000 △ 4,000 －

圧縮積立金の積立 －

圧縮積立金の取崩 △ 9 9 －

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

－ － － △ 29 4,000 △ 9 △ 1,392 2,568

7,000 177 177 116 22,000 6 2,640 24,763

株主資本

29,372 1,617 1,617 30,989

当 期 純 利 益 2,568 2,568

特別償却準備金の
取 崩

－ －

別 途 積 立 金 の
積 立

－ －

圧縮積立金の積立 － －

圧縮積立金の取崩 － －

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 201 201 201

2,568 201 201 2,769

31,941 1,818 1,818 33,759

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

自 2019年 1月 1日
至 2019年12月31日

資　本　金

資本剰余金 利　　益　　剰　　余　　金

資　本
準備金

資　本
剰余金
合　計

その他利益剰余金 利益剰余金

合　　　計

評価・換算差額等

純 資 産
合　　計株主資本

合　　計

その他
有価証券

評価差額金

評価・換算
差額等
合計

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高
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１． 重要な会計方針

(1) 資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）によっている。

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっている。

その他有価証券

時価のあるものは期末日の市場価格等に基づく時価法によっている。（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないものは移動平均法による原価法によっている。

棚卸資産の評価基準及び評価方法

未成工事支出金

個別法に基づく原価法によっている。

材料及び貯蔵品

移動平均法に基づく原価法によっている。（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げ方法により算定）

(2) 固定資産の償却方法

有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっている。（ただし、1998年4月1日以降取得の建物、2016年4月1日

以降取得の建物附属設備及び構築物は定額法によっている。）

また、2007年3月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却

が終了した翌年から5年間で均等償却する方法によっている。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準

によっている。

また、取得価額10万円以上20万円未満の資産については3年均等償却によってい

る。

無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっている。（ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間（5年）に基づく定額法によっている。）

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(3) 引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を考慮し、回収不能見込額を

計上している。

賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度

負担額を計上している。

完成工事補償引当金

完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当事業年度末に至る1年間の完成

工事高に対し、過去3ケ年の実績率による算定額を計上している。

個　　　　別　　　　注　　　　記　　　　表

自 2019年 1月 1日

至 2019年12月31日
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工事損失引当金

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における未引渡工事の

損失見込額を計上している。

退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金

資産見込額に基づき計上している。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務年数

以内の一定の年数（10年）による定率法により翌期から費用処理または費用の減額

処理をすることとしている。

過去勤務費用の償却は、定額法（3年）により費用処理または費用の減額処理をす

ることとしている。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属

させる方法については、期間定額基準としている。

役員退職慰労引当金

役員（執行役員を含む）の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく期末要支給

額を計上している。

(4) 収益の計上基準

完成工事高の計上基準

完成工事高の計上は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が

認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例

法）を、その他の工事については工事完成基準を適用している。

(5) 消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理の方法

税抜き方式によっている。

２. 表示方法の変更

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28 号　2018年2月16日）

を当事業年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰

延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更している。

３. 貸借対照表関係

(1) 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をすることとして

いる。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 百万円

(3) 担保に供している資産及び担保付債務

担保に供している資産の内容及びその金額

機械・運搬具 百万円

投資有価証券 44 百万円

その他（投資その他の資産） 百万円

(4) 保証債務、手形遡及債務、重要な係争事件に係る損害賠償義務等の内容及び金額

該当なし

(5) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

金銭債権 百万円

金銭債務 百万円

(6) 取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権及び金銭債務

該当なし

(7) 親会社株式の各表示区分別の金額

該当なし

(8) 役員退職慰労引当金には、執行役員分134百万円が含まれている。

9,034

299

45

923

20,518
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４. 損益計算書関係

(1) 工事進行基準による完成工事高 百万円

(2) 「売上高」のうち関係会社に対する部分 百万円

(3) 「売上原価」のうち関係会社からの仕入高 百万円

(4) 売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額 百万円

(5) 関係会社との営業取引以外の取引高 205 百万円

(6) 研究開発費の総額 439 百万円

５． 株主資本等変動計算書関係

(1) 事業年度末日における発行済株式の種類及び数

普通株式 18 百万株

(2) 事業年度末日における自己株式の種類及び数

該当なし

(3) 事業年度中に行った剰余金の配当

該当なし

(4) 事業年度の末日後に行う剰余金の配当

該当なし

(5) 事業年度末において発行している新株予約権の目的となる株式の種類及び数

該当なし

６． 税効果会計

(1) 繰延税金資産の発生の主な原因

損金算入限度超過額等

退職給付引当金 百万円

有形固定資産評価損 62 百万円

投資有価証券評価損 29 百万円

工事損失引当金 415 百万円

子会社株式評価損 558 百万円

その他 324 百万円

繰延税金資産小計 百万円

評価性引当額 百万円

繰延税金資産合計 百万円

(2) 繰延税金負債の発生の主な原因

その他有価証券評価差額金 百万円

特別償却準備金 百万円

圧縮積立金 百万円

その他 百万円

繰延税金負債合計 百万円

繰延税金資産の純額 百万円

2,694

90,300

3,588

9

△ 427

1,303

△ 168

2,525

△ 802

△ 51

△ 2

△ 3

△ 860

1,664
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７． 関連当事者との取引

(1) 親会社及び法人主要株主等

847

未収入金及び工事未払金とは、共同企業体として請負った工事の内、共同企業体代表者に対す

る債権債務相殺後の債権及び債務である。

また、上記金額のうち、取引金額及び未成工事受入金には消費税等が含まれておらず、完成工事

未収入金、工事未払金及び未収入金には消費税等が含まれている。

取引条件及び取引条件の決定方針

建設工事の請負については、市場価格、総原価を勘案して各取引毎交渉の上、一般的

取引条件と同様に決定している。

また、資金の預入及び資金の借入に伴う利率については、市場金利を考慮して合理的

に決定されるものである。

(2) 子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針

余剰資金の受入に伴う利率については、市場金利を考慮して合理的に決定している。

長期借入金 20,500

未収入金 48

16

余剰資金の
受入

受入余剰資金
の払出

子会社
㈱竹中
　道路

所有
直接 100%

資金の
受入

取引の内容

(注)

属性
会社等
の名称

議決権の
所有(被所
有)割合

関係内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

7,200 － －

7,200 － －

4
運転資金借入に

伴う支払利息

科目
期末残高
（百万円）

親会社
㈱竹中

　工務店
被所有

直接 100%

建設工事
の請負

資金の
借入

建設工事の
請負

(完成工事高)
3,588 完成工事未収入金

属性
会社等
の名称

議決権の
所有(被所
有)割合

関係内容 取引の内容
取引金額
（百万円）

建設工事の
共同企業体

494

未成工事受入金 110

20,500
運転資金の

借入

工事未払金
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８．　金融商品に関する注記

　(1)金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については親会社である株式会社竹中工務店への預け入れによる

安全な運用に限定して行っている。資金調達については銀行等金融機関及び株式会

社竹中工務店からの借入により必要な資金を調達している。
②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は、顧客等の信用リスクがあるが、当

該リスクに関しては、与信管理を徹底し、受注時に顧客の信用調査を実施し、また受

注後も、信用状況を定期的に把握し、適切な債権保全策を実施する体制としている。

投資有価証券については、主に営業政策上保有している株式であり、市場価額の変

動リスクがあるが、定期的に時価を把握している。

営業債務である支払手形・工事未払金等及び預り金は、そのほとんどが１年以内の

支払期日である。借入金は、主に運転資金の調達を目的としたものである。変動金利

の借入金については、金利変動リスクに晒されているが、低利率で推移しているため

経営に与えるリスクは軽微であると判断している。また資金調達に係る流動性リスクに

ついては、年度及び四半期の資金計画、月次の資金繰り計画を作成し管理している。

　(2)金融商品の時価に関する事項

2019年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりである。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含まれて

いない。（（注）２参照）。

①現金預金

②受取手形・完成工事未収入金

　貸倒引当金（※１）

　差引

③未収入金

　貸倒引当金（※２）

　差引

④未収消費税等

⑤投資有価証券

　資産合計

②短期借入金

③未払金

④未払費用

⑤未払法人税等

⑥預り金

⑦長期借入金

　負債合計

(※１)受取手形・完成工事未収入金に対して計上している貸倒引当金を控除している。

(※２)未収入金に対して計上している貸倒引当金を控除している。

△ 3 

6,555 6,555 －

62,861 62,861 －

貸借対照表計上額
（百万円）

時 価
（百万円）

差 額
（百万円）

3,170 3,170 －

77,355 －

62,893 

6,558 

200 －200 

4,567 4,567 －

77,355 

△ 32 

272 272 －

327 327 －

①支払手形・電子記録債務・工事未払金 16,120 16,120 －

1,800 1,800 －

41,262 41,262 －

209 209 －

2,001 2,001 －

20,530 20,530 －
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（注１）金融商品の時価の算定方法

①現金預金

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっている。
②受取手形・完成工事未収入金、③未収入金、④未収消費税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっている。

⑤投資有価証券
投資有価証券について、株式および債券は取引所の価格によっている。

①支払手形・電子記録債務・工事未払金、②短期借入金、③未払金、④未払費用、
⑤未払法人税等、⑥預り金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっている。

⑦長期借入金
長期借入金については、変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映する

ため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

 非上場株式等

 子会社株式

これらについては、市場価額がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることができ

ず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「資産⑤投資有価証券」

には含めていない。

　９．　賃貸等不動産に関する事項

　　総額に重要性が乏しいため注記を省略している。

１０．　一株当たり情報

 (1) 一株当たり純資産額 1,875.55 円

 (2) 一株当たり当期純利益 142.70 円

１１．　重要な後発事象

該当なし

資　産

合 計 1,265

負　債

種 類
貸借対照表計上額

（百万円）

560

705
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